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貸付内定前に、今次計画に係る工事請負（売買）契約又は工事着工を行った場合は、原則、融資
の対象外となりますのでご注意ください。

直接貸付のお客さま

　融資をご検討されている場合、まずはお電話にてお問合わせください。
　次の書類をご準備いただきますと、より具体的な内容のご相談にも対応できます。
　①法人の沿革  ②計画趣意書  ③計画図面（配置図・ 平面図）  ④収支計画・ 償還計画
　⑤直近2か年分の決算書・ 確定申告書一式（附属明細を含む。）
　⑥既存病院を有する場合は、医療監視の際に都道府県（保健所） に提出した「第１表施設表」
　※　融資相談には時間を要することがございます。計画初期の段階（目安として着工の６か月～１年
前）からお早めにご相談ください。

融資相談

　ご提出いただいた書類を元にご融資の可否を決定いたします。 決定後、「貸付内定通知書」をご郵送い
たします。
　借入申込書が機構に到着してから貸付内定まで概ね2か月程度の期間をいただいております。
　※　貸付内定の取消要件に該当した場合は内定を取り消すことがあります。

受　理
審　査

　事業計画や資金計画、収支返済計画等の妥当性を確認させていただいた後、借入申込書を送付いた
します。
　※　借入申込書類に、都道府県知事等の証明書または意見書が必要となります。

　貸付契約の締結、抵当権の設定手続きを終えた後、お客さまとご相談のうえ、送金いたします。
　※　抵当権の設定手続きや融資条件の確認の内容などにより、ご希望の時期に資金を交付できない場
合があります。

貸付契約
資金交付

　事業が完成しましたら、「融資事業完成報告書」をご提出していただきます。
事業完成
報　告

代理貸付のお客さま

　上記の「受理審査」に要する期間は、直接貸付の場合となります。代理貸付の場合は受託金融機関を介して手続きを行うた
め、更にお時間を要する場合がありますので予めご了承ください。

　当機構がお客さまに提供するサービスの透明性を高めるため、また、質の高い医療・介護サービスの提供を支援するため
に、融資相談から事業完成報告までについて、当機構において定めた「融資のポイント」に基づいて、手続きを進めさせて
いただきます。
　なお、「融資のポイント」は、当機構のホームページ（http://hp.wam.go.jp/）に掲載しております。

借　入
申込み

■ 直接貸付・代理貸付の範囲区分 ■ 融資の流れ
  融　資　対　象　施　設 直接貸付 代理貸付

 1．特定病院（※1）

 2．特殊診療機能を有する病院（新設又は増床事業に対する特例融資）（※2）
 3．法人の開設する医療従事者養成施設を付設する病院
 4．医師会が開設する病院  
 5．医療施設近代化施設整備事業を行う病院
 

 7．過去に直接貸付をご利用いただいたことのある方が開設する病院
 8．上記１～７以外の病院   ○ 
介護老人保健施設 9．全ての介護老人保健施設 ○ 
 10．医師会が開設する共同利用施設  　
 11．過去に直接貸付をご利用いただいたことのある方が開設する診療所 

○
  

 12．上記10～11以外の診療所  ○ 
 13．医師会が開設する養成施設又は単独の養成施設  　
 14．直接貸付の対象となる病院に付設の養成施設 ○  
 15．過去に直接貸付をご利用いただいたことのある方が開設する養成施設  
 16．上記13～15以外の養成施設  ○ 
　 17．医師会・看護協会が実施する訪問看護事業  　
 18．過去に直接貸付をご利用いただいたことのある方が実施する訪問看護事業 

○
  

  19．上記17～18以外の訪問看護事業  ○ 
　  20．過去に直接貸付をご利用いただいたことのある方が開設する助産所 ○  
  21．上記20以外の助産所  ○ 
22．病院の耐震化整備事業に係る優遇融資 ○ 　
23．介護老人保健施設の耐震化整備事業に係る優遇融資 ○ 　
24．地域医療介護総合確保基金の対象となる事業に係る優遇融資 ○ 　
25．介護老人保健施設の定期借地権を設定する場合の一時金に係る優遇融資 ○ 　
26．介護老人保健施設の都市部における借地を利用した施設整備に係る優遇融資 ○ 　
27．医療施設等の津波対策としての高台移転整備事業に係る優遇融資 ○ 　
28．介護老人保健施設の高台移転整備事業に係る優遇融資 ○ 　
29．消防設備の設置義務化に伴う施設整備事業に係る優遇融資 ○ 　
30．介護老人保健施設のスプリンクラー整備に係る優遇融資 ○ 　
31．国家戦略特別区域計画に基づく施設整備事業に係る優遇融資 ○ 　
32．医療施設の自家発電設備等の導入工事に係る優遇融資 ○ 　
33．介護老人保健施設における介護ロボット・ ICTの導入に係る優遇融資 ○ 
34．病院の高額医療機器に係る機械購入資金 ○ 　
35．病院等に係る経営安定化資金（長期運転資金） ○ 　
36．持分なし医療法人へ移行する医療施設等に係る経営安定化資金（長期運転資金） ○ 　
37．地域医療構想支援資金（長期運転資金） ○ 　
38．療養病床転換支援資金（長期運転資金） ○ 　
39．災害復旧資金に係る優遇融資（※４） ○

医療従事者
養成施設

指定訪問
看護事業

建築資金の
借入申込金額

3.5億円超

3.5億円以下

病　院

診療所

助産所

○

○
○

※1　10頁を参照してください。
※2　医療法施行規則第30条の32の2及び第30条の33に規定する病床を含む病院として都道府県が認める新設又は増床事業をいいます。
※3　建築資金の借入申込金額には、既往貸付残高を含みます。
※4　通常の災害復旧資金については、代理貸付でのお取扱いが可能となる場合もありますので、お問い合わせ下さい。

6．次の都府県で開設する病院（※3）
東京都・埼玉県・千葉県・神奈川県 
大阪府・京都府・兵庫県・奈良県


